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　気候変動に関する政府間パネル（IPCC）第５次

評価報告書（AR5）によると、21世紀末に向けて

世界の平均気温の上昇が予測されており、気候変

動の影響により、海面上昇や異常気象の増加等に

よる深刻な影響が懸念されています。また、気候

変動対策については、緩和策による温室効果ガス

の削減とともに、気候変動の影響による被害の回

避・軽減等を図る適応策の取組が一層重要となっ

ています。このような情勢の下、森林総合研究所

林木育種センターでは、気候変動への適応策等に

資するため、国際的な林木育種の技術開発や共同

研究を進めています。

　その一つとして、国土の約８割を乾燥地や半乾

燥地が占め、気候変動の影響により干ばつなどの

頻発が懸念されているケニアにおいては、国際協

力機構（JICA）技術協力事業「気候変動への適応

のための乾燥地耐性育種プロジェクト」（2012～

2017年）をケニア森林研究所（KEFRI）と協力

して実施し、乾燥に強く、用材や薪、飼料等とし

て利用されるケニアの郷土樹種（メリア、アカシ

ア）の育種を進めました。その成果の一つとして、

この度、優良品種の遺伝的多様性保全のためのガ

イドラインを作成しました。2017年からは、

JICA技術協力事業「持続的森林管理のための能

力開発プロジェクト（林木育種コンポーネント）」

に移行し、さらにメリア、アカシアの育種研究に

関する技術協力を進めています。

　また、海面上昇の影響に対して特に脆弱な太平

洋島嶼国や、台風等の災害リスクの高い台湾との

間では、耐風・耐塩性が高く防風林として広く植

栽されるとともに、材質が優れ化粧品原料等とし

ても利用されているテリハボクについて、早期成

林を可能にする育種に関する共同研究（台湾：

2011～2021年、太平洋共同体：2012～2022年）

を進めています。この他、温暖化によるマツノザ

イセンチュウ被害の北上が懸念されるフィンラン

ドとの間では、フィンランド自然資源研究所と共

同で、北欧等の主要な造林樹種であるヨーロッパ

アカマツのマツノザイセンチュウ抵抗性に関する

共同研究（2010～ 2020年）を進めています。

　2015年の国連サミットでは、貧困対策や気候

変動対策、持続可能な森林の経営、砂漠化への対

処等を含む17の目標からなる持続可能な開発目

標（SDGs）が採択されました。森林総合研究所

林木育種センターでは、引き続き海外の研究機関、

国際機関と連携し、国際的な技術協力や共同研究

を通じて、地球規模の課題に対する国際貢献に取

り組んで参ります。

１．はじめに

　近年、林業関係者の間で早生樹の「コウヨウザ

ン」が注目されていますが、それに伴い「コウヨ

ウザン」について様々な方から問い合わせを受け

る機会が多くなってきました。「コウヨウザン」

については、成長や材質等、実際にどのような特

性を有しているのか、どのような地域が植栽に適

しているのか、種子の取扱いはどのようにしたら

良いのか等について、詳しい情報が限られている

ためです。そこで、林木育種センターは我が国の

コウヨウザンについて初めてとなる総合的な事

業（研究プロジェクト）を推進し、そこで得られ

た研究成果について、この情報誌（No.23及び

No.24）や様々な媒体で研究成果を紹介してきま

した。今年３月に本研究プロジェクトが終了した

ため、このプロジェクトで得られた成果を「コウ

ヨウザンの特性と増殖の手引き」としてとりまと

め、Web上に公開しました（URL:http://www. 

f f p r i . a f f r c . g o . j p / f t b c / d o c umen t s /

koyozantebiki .pdf）。本稿では、この手引き

の作成の経緯と概要について簡単に紹介します。

２．作成・公表の経緯

　西南日本地域では、東北日本地域に広く植栽さ

れているカラマツのような優れた木材強度と成

長性を併せ持つ造林用樹種が少ない状況にあり

ます。このため、これらの地域に適し、かつ植栽

から収穫までの期間が短く、木材強度が高い新た

な造林用樹種として、コウヨウザンに着目し、平

成27年度から29年度にかけて農林水産省の農

林水産業・食品産業科学技術研究推進事業「西南

日本に適した木材強度の高い新たな造林用樹種・

系統の選定及び改良指針の策定」により研究を実

施してきました。

　この研究プロジェクトでは、林木育種センター

が主体となってコウヨウザンの成長特性の解明

及び優良系統の選定と品種改良指針の策定を行

うとともに、材質特性のとりまとめと材質の系統

間変異の解明を鹿児島大学農学部が、木材製品の

試作及びその過程での性能評価については中国

木材株式会社が、さらに、その試作品を用いた性

能評価については広島県立総合技術研究所林業

技術センターが、それぞれ担当しました。この研

究プロジェクトを進めていく中で大きな関心、多

数の問合せが寄せられました。得られた研究成果

をいち早く林業関係者に還元するためには、林業

関係者が必要な情報をわかりやすくまとめた「手

引き書」の作成・公表が不可欠と考え、プロジェ

クトの終了と同時に公表したものが「コウヨウザ

ンの特性と増殖の手引き」です。

３．今後に向けて

　この手引きでは、コウヨウザンに適した気候を

始め、成長、材質、育苗等の特性についてわかり

やすく取りまとめています。特に実際に苗木を生

産するために必要な種子の取扱いや、さし木の方

法といった苗木生産に役立つ実務的な情報に多

くのページを割きました。

　一方、苗木の育成、造林、施業等については、

まだ研究を継続している段階であり知見も少な

いため、この手引き書では充分に取り扱うことが

できませんでした。今後、さらにこれらの調査・

研究を進め、この手引き書がより実用的なものと

なるようバージョンアップしていく予定です。

（遺伝資源部　生方　正俊）
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図1　原種苗木の配布状況

図3　特定母樹の原種苗木配布状況(配布先別)

１．はじめに

　特定母樹については、平成25年に改正された

「森林の間伐等の実施の促進に関する特別措置法」

（平成20年法律第32号）（間伐等特措法）に基づき、

特に優良な種苗を生産するための種穂の採取に適

する樹木であって、成長や雄花着生性等に係る基

準（注）を満たす個体を農林水産大臣が「特定母樹」

として指定しています。林木育種センターでは、平

成25年度から特定母樹の指定を受けるとともに、

都道府県等の採種園・採穂園の整備を推進するた

め特定母樹の原種苗木（苗木・穂木）を生産・配布し

ています。今回は、この取組を紹介します。

（注）成長量が同様の環境下の対照個体と比較しておお

むね1.5倍以上、雄花着生性が一般的なスギ・ヒノキの

おおむね半分以下等。

２．特定母樹の指定状況

　平成30年３月末現在、全国で274系統の特定母

樹が指定されています。このうち、林木育種セン

ターではエリートツリー（注）を中心（約８割）に特

定母樹の申請を行っており、現在まで246系統が

指定されています（表１）。

（注）エリートツリーとは、第２世代以降の精英樹。

３．特定母樹の原種苗木の生産

　林木育種センターでは、都道府県等から要望の

あった特定母樹等について、原種苗木の配布を

行っています。スギ、ヒノキの場合、要望のあった

特定母樹の穂木を林木育種センター内に植栽し

ている個体から採取し、つぎ木やさし木により、

増殖を行っています。

　カラマツの場合、特定母樹の指定から日が浅

く、長野増殖保存園（長野県御代田町）内に植栽

している特定母樹の個体から採穂できないた

め、国有林内にある検定林の原木から直接、穂木

を採取し、同園にて、つぎ木増殖を行っていま

す（写真1）。

　また、林木育種センターでは、増殖した全ての

原種苗木についてラベルを表示するとともに、苗

木１本１本から試料（葉）を採取し、DNA鑑定を

行い、系統を確認した上で都道府県等に配布する

など、系統管理の徹底を図っています（写真2）。

４．特定母樹の原種苗木の配布状況

　林木育種センター・各育種場（以下、「林木育種

センター等」という。）では、特定母樹の原種苗木

の配布を平成26年度から開始しました。平成29

年度における特定母樹を含めた原種苗木の配布

実績は、17,866本となり、特定母樹の配布を行う

前の平成25年度と比較すると、約1.8倍となって

います（図１）。

　特定母樹の原種苗木の配布状況は、平成26年

度約2,000本程度だったものが、平成29年度は、

その約３倍にあたる6,102本となりました。樹

種別に見ますと、平成29年度における特定母樹

の配布実績は、スギ4,256本、ヒノキ464本、カ

ラマツ204本、グイマツ1,178本となっていま

す（図2）。

　民間事業体等である認定特定増殖事業者（注）

への特定母樹の配布も平成26年度から行ってお

り、平成29年度は、18事業者に特定母樹2,332本

を配布しました。これは、前年度と比較し、1.5倍

となっています（図3）。

　なお、平成29年度には、関東育種基本区内では

初めてカラマツ特定母樹つぎ木苗木204本を３

県に配布しました。

（注）認定特定増殖事業者は、間伐等特措法に基づき

都道府県知事が認定した民間事業体等。

　このほか林木育種センター等では、特定母

樹や開発した品種の早期普及を図るため、都

道府県等からの要請により、技術指導を行っ

ています。

　特に、育種基本区内に認定特定増殖事業者が

多い北海道育種場では、北海道庁との連携のも

と、つぎ木増殖や採種園の造成等の現地指導等

を年 50回程度行うなど、特定母樹の普及促進

を技術面からも支援しています。

５．特定母樹の今後について

　本格的な利用期を迎えつつある人工林の主

伐・再造林の増加が見込まれている中、本年４

月に、「スギ花粉発生源対策推進方針」（林野庁

長官通知）が改正され、花粉症対策品種のスギ

苗木とともに、特定母樹から採取された種穂か

ら生産されたスギ苗木が花粉症対策に資するス

ギ苗木として位置づけられました。

　林木育種センターでは、今後も、エリートツ

リーを主体に特定母樹の申請を行うとともに、

適切な系統管理のもと、効率的な増殖を行いな

がら、都道府県等が整備している採種園・採穂

園へ確実に原種苗木を提供していくことによ

り、林業の成長産業化や地球温暖化防止、花粉

発生源対策等に貢献できるよう取り組んでまい

ります。

（育種部　指導課　山田　徹）

図2　特定母樹の原種苗木配布状況（樹種別）

特定母樹の活用に向けて

表１　特定母樹の指定状況（林木育種センター）
 

注：（ 　）内は、エリートツリーで内数。 

 

 

 

 

 

 

 

グイマツ

北海道 1 1

東北 42 (32) 9 (9) 51 (41)

関東 47 (36) 14 (14) 44 (44) 105 (94)

関西 26 (26) 24 (24) 50 (50)

九州 38 (18) 1 (1) 39 (19)

計 1 153 (112) 39 (39) 53 (53) 246 (204)

計育種基本区

樹種

スギ カラマツヒノキ

写真1　つぎ木増殖中のカラマツ特定母樹 

写真2　ラベル表示と試料採取（長野増殖保存園）
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図2　特定母樹の原種苗木配布状況（樹種別）

特定母樹の活用に向けて

表１　特定母樹の指定状況（林木育種センター）
 

注：（ 　）内は、エリートツリーで内数。 
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写真1　つぎ木増殖中のカラマツ特定母樹 

写真2　ラベル表示と試料採取（長野増殖保存園）
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１．事業の趣旨

　我が国の人工林の半数以上は、一般的な主伐期

である10齢級以上となっており、それに伴って

更新期を迎えています。主伐後の再造林を着実に

進めていくためには、優良な種苗を低コストで安

定的に供給する必要があり、種苗を生産する基と

なる健全な原種苗木を安定的に供給することが

重要となっています。このため、農林水産技術会

議委託プロジェクト研究「新世代林業種苗を短期

間で開発する技術の開発」（平成24～27年度）の

成果を受け、平成30年度の「エリートツリー等

の原種増産技術の開発事業」（林野庁補助事業）

に、森林総合研究所林木育種センターと京都大学

が取り組んでいます。

２．事業の概要

　本事業では、スギを対象としエリートツリーの

原木等から、３年の育成期間で原木１本あたり

300本の原種苗木を生産する技術の開発を目標

としています。開発にあたっては、これまで林木

育種センターが培ってきた、採穂台木の管理技

術、さし木技術、つぎ木技術及び採穂台木やさし

木・つぎ木苗木の育成技術を基本とし、農林水産

技術会議委託プロジェクト研究で得られた、原木

から採取した20本の穂から３年間で100本以

上の原種苗木を生産できる技術と、近年改良が進

んでいる環境制御による育成技術等を組み合わ

せることにより、原種苗木の生産性を向上させる

こととしています。

　エリートツリーは、系統あたりの原木の本数が

１本～数本しかない場合が大半です。また、さし

木林業地帯である九州育種基本区では、さし木発

根性が高いスギエリートツリーが選ばれていま

すが、他の基本区では、さし木等の増殖特性は

様々であり、これらについても、３年という短い

育成期間において多くの原種苗木を生産するこ

とを目標にしています。このため、様々な技術開

発課題を設定しています。例えば、従来はエリー

トツリーの原木や採穂台木から発生した勢いの

ある枝を採取し、先端のみを穂木としてさし木あ

るいはつぎ木を行ってきました。ここから得られ

る穂木は、これまでは、多くても20本程度でし

たが、より多くの穂木が活用できるような技術開

発を行っています。また、系統によっては、さし

木発根性が低いことが予想されますので、そのよ

うな場合への技術的対応も検討しています。

　また、原種苗木は、育成された場所（苗畑）と

植栽する場所（造林地）では、気象などの環境条

件が異なる場合がしばしばあります。また、短期

間で育成される原種苗木については、植栽後の成

長や生存率についての懸念もあります。このた

め、多様な環境条件に耐えうる健全な原種苗木を

生産するための技術開発にも取り組む考えです。

　さらに、本事業で開発される技術は、都道府県

や認定特定増殖事業者が採種園・採穂園の採種

木・採穂木を育成する際に活用されることも念

頭に置いています。このため、有益な技術情報に

ついては随時提供していきたいと考えています。

　様々な課題を解決しなければならない開発事

業ですが、急増する原種苗木の需要に応え、かつ

質の高い健全な原種苗木の安定的な供給に向け

て技術開発を進めていく考えです。

（育種部　育種第一課　田村　明）

１．アオダモとは

　アオダモはモクセイ科トネリコ属の亜高木性樹

木で、日本では北海道から九州に分布します。樹高

は10～15m程度で林内で目立つ樹種ではありま

せんが、５月から６月初めには白い円錐形の花が

目を惹きます。材の強度が高く粘りが強いため、特

に北海道産のアオダモは優良な野球バットの原料

として知られていますが、過去の伐採、シカやササ

による更新阻害による資源の減少が危惧されてい

ます。このため、国産材バットの持続的な生産に向

けて、NPO法人「アオダモ資源育成の会」などによ

る植樹活動が進められています。

２．アオダモの葉緑体ＤＮＡ塩基配列による

　地理的変異の解明

　アオダモの着花（果）には豊凶があり、５～８年

に一度豊作となる比較的長い豊凶周期が見られま

す。豊作の年に十分な量の種子が確保できればよ

いのですが、地元産種子が不足すれば他産地の苗

木を植栽する必要が生じます。しかし環境が大き

く異なる地域間で種苗を移動すると、周辺の天然

集団と遺伝的に異質な種苗を持ち込んでしまう可

能性があります。この場合、植栽木が環境に適応で

きずに枯死したり、成長して周囲に自生する個体

と交雑することにより天然集団を衰退させてし

まったりすることが懸念されます。そこで私達は、

アオダモの生育地による遺伝的な違いを検討する

ため、全国66カ所に生育するアオダモを対象に葉

緑体DNAの塩基配列の変異を調べました。

　葉緑体DNAの６領域において13か所の塩基置

換が検出され、その組み合わせにより７種類のハ

プロタイプ（葉緑体やミトコンドリアDNAの遺伝

子タイプのこと）が見出されました。それぞれのハ

プロタイプの分布を見ると、中部地方から北関東

にかけて多様なハプロタイプが検出されたほか、

北日本と西日本とでは遺伝的に異なる系統が分布

することが示唆されました（図１）。一方で北海道

内では１種類のハプロタイプのみが検出されてい

ることから、道内での種苗の移動が問題となる可

能性は低いと考えられます。

　また、北海道育種場では北海道内の６産地で採

取した種子から育成した実生苗を用いて３か所の

産地試験地を設定しており、成長に関する産地間

変異についても調査を進めています（図２）。５年

次の苗高では、家系による差異は認められるもの

の産地による差異は認められず、北海道内では産

地による違いは小さいものと推測されます。

３．国産材バットの持続的な生産に向けて

　北海道育種場では本稿で紹介した地理的変異に

関する研究だけではなく、優良クローンの収集や

保存、コンテナを用いた苗木の育成方法の検討に

も取り組んでいます。今後も産地試験地での調査

の継続や優良クローンを利用した種子生産手法の

検討などによるアオダモ資源の充実を通して、国

産材バットの持続的な生産に貢献したいと考えて

います。

（北海道育種場　育種課　福田　陽子）

エリートツリー等の原種増産技術の開発に向けて

図2　産地試験地の種子の採取地（青）と試験地の位置（赤）

図1　アオダモにおける葉緑体ＤＮＡのハプロタイプ

　　 マップ（色ごとに異なるハプロタイプを示す）

アオダモの地理的変異の研究

江別
（産地試験地も設定）

苫小牧

平取

日高

足寄

釧路千歳
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１．林木のゲノム育種

　林木育種の成果として、これまで様々な優良品

種が開発されてきました。林木は成木になるまで

時間がかかるため、品種開発には非常に長い年月

を要してきました。一方で、林木育種に求められ

るニーズは多様化しており、これらに適切に対応

するため、育種年限の短縮、つまり林木育種の高

速化が求められています。その方法のひとつとし

て有望視されているのが「ゲノム育種」です。

　あらゆる生物は、設計図としてDNAにすべて

の遺伝情報（ゲノム）をもちます。ゲノム育種と

は、こうした情報を利用して行う育種を指しま

す。これまでの研究成果から、林木におけるゲノ

ム育種の実用化の可能性が見出されつつありま

す。これらの状況を踏まえ、林木育種センターで

は平成29年度にゲノム育種を推進するための施

設整備を実施しました。ここではその概要を紹介

します。

２．ゲノム育種推進拠点施設の概要

　ゲノム育種では、表現型を左右する遺伝子型の

変異の目印となるDNAマーカーを見つけ、育種

における情報として利用します。有効なDNA

マーカーを開発するためには、大量の遺伝子型情

報だけでなく、それと対になる表現型情報を多数

の系統や個体で取得する必要があります。このた

め、本施設整備では「シークエンス解析室」と「ゲ

ノム育種実験室」の２つの実験室を整備し、遺伝

子型情報と表現型情報を高効率に取得するため

の実験機器を配置しました。

３．新たに導入した分析機器

　遺伝子型情報の取得のための機器として、育種

素材や研究材料の個体識別や親子鑑定、シークエ

ンス解析（塩基配列の決定）を効率的に行うため

の最新のキャピラリーシークエンサーを整備し

ました。さらに、DNA・RNAの抽出、品質チェック

ならびに分析までの一連の実験工程を効率化す

るための機器類を整備しました。これらの分析機

器と既に設置している次世代シーケンサーを連

携して運用することにより、大量の遺伝子型情報

を迅速に取得することが可能になります。

　表現型情報の取得のための機器としては、最新

の光合成速度測定装置や、樹木個体のストレス状

態を明らかにできるクロロフィル蛍光測定装置

を導入しました。これにより樹木個体の成長性と

関連の深い生理学的パラメータの迅速な測定が

可能になります。また、照射した近赤外光の吸収

波長の違いにより試験体に含まれる物質の種類

や量を推定するための近赤外分析計と、試験体に

外力を加えた時の試験体の変形量をCCDカメラ

により測定する非接触伸び歪み計を整備しまし

た。これらにより、木材の強度や含有成分量の迅

速・簡便な測定が可能になります。

　今後は、これらの施設により林木におけるゲノ

ム育種を推進し、育種の高速化に取り組んで参り

ます。

（育種部　育種第一課　平岡　裕一郎）

１．はじめに

　遺伝子組換え技術は、目的の遺伝子を導入して

特定の性質を付与することにより、短期間で確実

に品種を改良できる育種技術の一つです。森林バ

イオ研究センターではこの技術を活用し、花粉症

対策の一つとしてスギを無花粉化させる技術を開

発し、これまでは温室で試験栽培を行ってきまし

たが、国の承認を得て野外での試験栽培を３年間

実施しました。なお、本研究は針葉樹の遺伝子組換

え林木を野外栽培した国内初の研究事例です。

２．遺伝子組換え無花粉スギと隔離ほ場栽培

　試験について

　スギ花粉は雄花の中で作られますが、雄花の花

粉形成に関わる細胞が破壊されると、花粉ができ

なくなります。そこで、バルナーゼと呼ばれる細胞

の活動を抑える遺伝子をスギへ導入し、雄花で働

かせたところ、元々花粉のできるスギが花粉を全

く作らなくなり、遺伝子組換えによってスギを無

花粉化できることが確認できました。

　遺伝子組換え無花粉スギの実用化にあたって

は、野外でも無花粉性が維持され、通常の非遺伝子

組換えスギと同じように成長するかどうかを明ら

かにする必要があります。そこで、国の承認を得

て、平成27年４月に隔離ほ場と呼ばれるフェンス

で囲まれた試験ほ場に遺伝子組換えスギと非遺伝

子組換えスギを植栽し、野外試験を開始しました

（写真１）。

　ジベレリンへの浸漬処理による着花誘導を毎年

行い、雄花の花粉のう（花粉をためる袋状の器官）

を顕微鏡で観察したところ、非遺伝子組換えスギ

の花粉のうの中には花粉が無数に形成されていま

したが、遺伝子組換えスギでは試験した３系統と

もに調査した雄花のすべてにおいて花粉が全く観

察されませんでした（写真２）。このように、遺伝子

組換えにより付与した無花粉性は野外でも安定し

て維持されることがわかりました。また、樹高は３

年間でおよそ５mに達し、遺伝子組換えスギの成

長は樹高・根元直径ともに非遺伝子組換えスギと

大きな差がないことも確認できました。

３．おわりに

　平成29年12月には隔離ほ場栽培試験を終了し、

栽培したスギは不活化のため伐採・チップ化後、隔

離ほ場内にすき込みました。本研究において、遺伝

子組換え技術によりスギに意図したとおりの性質

を付与し、野外栽培においても実証できた意義は

大きく、これらの技術が今後スギの品種開発に役

立つ可能性を示しています。本技術を礎に、さらに

ゲノム編集等の新しい育種技術（林木育種情報

No.20参照）へ活用する研究を進めています。

（森林バイオ研究センター　小長谷　賢一）

遺伝子組換えスギの隔離ほ場栽培試験の成果

写真1　シークエンス解析室内の様子
写真2 隔離ほ場で栽培した遺伝子組換え無花粉スギ

の雄花断面の顕微鏡像（平成29年10月に採取

した雄花について花粉のうの部分を拡大した）

写真1　隔離ほ場における遺伝子組換え無花粉スギの

　　　  栽培試験（平成29年10月撮影）

ゲノム育種推進拠点施設の整備
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　気候変動に関する政府間パネル（IPCC）第５次

評価報告書（AR5）によると、21世紀末に向けて

世界の平均気温の上昇が予測されており、気候変

動の影響により、海面上昇や異常気象の増加等に

よる深刻な影響が懸念されています。また、気候

変動対策については、緩和策による温室効果ガス

の削減とともに、気候変動の影響による被害の回

避・軽減等を図る適応策の取組が一層重要となっ

ています。このような情勢の下、森林総合研究所

林木育種センターでは、気候変動への適応策等に

資するため、国際的な林木育種の技術開発や共同

研究を進めています。

　その一つとして、国土の約８割を乾燥地や半乾

燥地が占め、気候変動の影響により干ばつなどの

頻発が懸念されているケニアにおいては、国際協

力機構（JICA）技術協力事業「気候変動への適応

のための乾燥地耐性育種プロジェクト」（2012～

2017年）をケニア森林研究所（KEFRI）と協力

して実施し、乾燥に強く、用材や薪、飼料等とし

て利用されるケニアの郷土樹種（メリア、アカシ

ア）の育種を進めました。その成果の一つとして、

この度、優良品種の遺伝的多様性保全のためのガ

イドラインを作成しました。2017年からは、

JICA技術協力事業「持続的森林管理のための能

力開発プロジェクト（林木育種コンポーネント）」

に移行し、さらにメリア、アカシアの育種研究に

関する技術協力を進めています。

　また、海面上昇の影響に対して特に脆弱な太平

洋島嶼国や、台風等の災害リスクの高い台湾との

間では、耐風・耐塩性が高く防風林として広く植

栽されるとともに、材質が優れ化粧品原料等とし

ても利用されているテリハボクについて、早期成

林を可能にする育種に関する共同研究（台湾：

2011～2021年、太平洋共同体：2012～2022年）

を進めています。この他、温暖化によるマツノザ

イセンチュウ被害の北上が懸念されるフィンラン

ドとの間では、フィンランド自然資源研究所と共

同で、北欧等の主要な造林樹種であるヨーロッパ

アカマツのマツノザイセンチュウ抵抗性に関する

共同研究（2010～ 2020年）を進めています。

　2015年の国連サミットでは、貧困対策や気候

変動対策、持続可能な森林の経営、砂漠化への対

処等を含む17の目標からなる持続可能な開発目

標（SDGs）が採択されました。森林総合研究所

林木育種センターでは、引き続き海外の研究機関、

国際機関と連携し、国際的な技術協力や共同研究

を通じて、地球規模の課題に対する国際貢献に取

り組んで参ります。

１．はじめに

　近年、林業関係者の間で早生樹の「コウヨウザ

ン」が注目されていますが、それに伴い「コウヨ

ウザン」について様々な方から問い合わせを受け

る機会が多くなってきました。「コウヨウザン」

については、成長や材質等、実際にどのような特

性を有しているのか、どのような地域が植栽に適

しているのか、種子の取扱いはどのようにしたら

良いのか等について、詳しい情報が限られている

ためです。そこで、林木育種センターは我が国の

コウヨウザンについて初めてとなる総合的な事

業（研究プロジェクト）を推進し、そこで得られ

た研究成果について、この情報誌（No.23及び

No.24）や様々な媒体で研究成果を紹介してきま

した。今年３月に本研究プロジェクトが終了した

ため、このプロジェクトで得られた成果を「コウ

ヨウザンの特性と増殖の手引き」としてとりまと

め、Web上に公開しました（URL:http://www. 

f f p r i . a f f r c . g o . j p / f t b c / d o c umen t s /

koyozantebiki .pdf）。本稿では、この手引き

の作成の経緯と概要について簡単に紹介します。

２．作成・公表の経緯

　西南日本地域では、東北日本地域に広く植栽さ

れているカラマツのような優れた木材強度と成

長性を併せ持つ造林用樹種が少ない状況にあり

ます。このため、これらの地域に適し、かつ植栽

から収穫までの期間が短く、木材強度が高い新た

な造林用樹種として、コウヨウザンに着目し、平

成27年度から29年度にかけて農林水産省の農

林水産業・食品産業科学技術研究推進事業「西南

日本に適した木材強度の高い新たな造林用樹種・

系統の選定及び改良指針の策定」により研究を実

施してきました。

　この研究プロジェクトでは、林木育種センター

が主体となってコウヨウザンの成長特性の解明

及び優良系統の選定と品種改良指針の策定を行

うとともに、材質特性のとりまとめと材質の系統

間変異の解明を鹿児島大学農学部が、木材製品の

試作及びその過程での性能評価については中国

木材株式会社が、さらに、その試作品を用いた性

能評価については広島県立総合技術研究所林業

技術センターが、それぞれ担当しました。この研

究プロジェクトを進めていく中で大きな関心、多

数の問合せが寄せられました。得られた研究成果

をいち早く林業関係者に還元するためには、林業

関係者が必要な情報をわかりやすくまとめた「手

引き書」の作成・公表が不可欠と考え、プロジェ

クトの終了と同時に公表したものが「コウヨウザ

ンの特性と増殖の手引き」です。

３．今後に向けて

　この手引きでは、コウヨウザンに適した気候を

始め、成長、材質、育苗等の特性についてわかり

やすく取りまとめています。特に実際に苗木を生

産するために必要な種子の取扱いや、さし木の方

法といった苗木生産に役立つ実務的な情報に多

くのページを割きました。

　一方、苗木の育成、造林、施業等については、

まだ研究を継続している段階であり知見も少な

いため、この手引き書では充分に取り扱うことが

できませんでした。今後、さらにこれらの調査・

研究を進め、この手引き書がより実用的なものと

なるようバージョンアップしていく予定です。

（遺伝資源部　生方　正俊）
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